
学校法人　慈恵大学

　　   過去の実施状況

                     第１期～第５期
（２００５年４月１日～２０２１年１２月３１日）



第 1期  （2005 年 4 月 1 日 ～2008 年 3 月 31 日 ・3 年 間 ） 
  

目標の達成状況が国の定める基準に適合したため、「2008 年認定事業主」となりました 

次世代育成支援対策の実施 

により達成しようとした目標 
目標の達成状況 

①妊娠中、出産後における配慮 

当該女性労働者の健康確保に関する各種制度の周

知や情報提供等の充実 

 

① 

ｲ）H18.11教職員向けに制度をわかりやすく案内し

た「出産と育児のための制度のごあんない」と

いうﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸを作成し、配布した 

ﾛ）H17.4ｲﾝﾄﾗﾈｯﾄ上の人事部ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに、H17.4.1

改定制定した人事関係規程一覧のﾍﾟｰｼﾞを作成

し、掲載した 

ﾊ）H20.3ｲﾝﾄﾗ上の人事部のﾍﾟｰｼﾞに、各種制度をわ

かりやすく案内したﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽのﾍﾟｰｼﾞを作成

し、掲載した 

 
②子の出生時における父親の休暇取得の促進 

 

② 

ｲ）H17.4.1慶弔休暇における妻の出産時休暇を2日

から3日へ増加させるよう就業規則を改定した 

ﾛ）上記ｲ）を次の方法により周知した 

・改定就業規則を理事通達した 

・各職場に改定就業規則を配付した 

・ｲﾝﾄﾗ上の人事部のﾍﾟｰｼﾞに改定就業規則を掲載

した 

 

③育児介護休業法の育児休業制度を上回る期間、

回数等の休業制度の実施 

 

③ 

ｲ）H17.4.1計画書提出を前提に、育児休職の再度

取得を可能とするよう「育児休職に関する規程

」を改定した 

ﾛ）上記ｲ）を次の方法により周知した 

・改定就業規則を理事通達した 

・ｲﾝﾄﾗ上の人事部のﾍﾟｰｼﾞに改定就業規則を掲載

した 

 

④育児休業制度の利用の促進 

 

 

④ 

ｲ）男性が育児休職できることを周知する 

H18.11男性が育児休職を取得できることを記載

したﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸを作成し、ｲﾝﾄﾗ上の人事部のﾍﾟｰｼ

ﾞに掲載した 

ﾛ）1名以上の男性育児休職取得者を出す 

計画期間中に男性教職員が1名育児休職を取得

した 

ﾊ）女性の育児休職取得率70％以上を維持する 

計画期間中の女性の育児休職取得率は94％であ

った 

 

⑤短時間勤務制度等の実施 

3歳以上小学校就学時期までの子を対象に労働者が

子育ての時間を確保できるような措置の整備 

 

 

⑤ 

ｲ）H17.4.1次の措置を具体的に制度化した「育児

を行う教職員の勤務時間短縮等措置に関する規

程」を制定した 

・短時間勤務制度を導入する 

   一日の所定労働時間を1時間短縮(H19.4.1よ

り1時間30分までに改定) 

・始業終業時刻の繰上げ繰り下げを導入する 

   始業終業時刻を1時間以内で繰上げ繰下げ(H

19.4.1より1時間30分以内に改定) 

・所定労働時間を超えて労働させない 

   時間外労働の免除 

ﾛ）上記ｲ）を次の方法により周知した 



・改定就業規則を理事通達した 

・ｲﾝﾄﾗ上の人事部のﾍﾟｰｼﾞに改定就業規則を掲載

した 

 

⑥育児等退職者への再雇用特別措置の実施 

 

⑥ 

ｲ）H17.4.1育児等の事由による退職者を再雇用で

きるよう「退職者の再就職に関する規程」を改

定した 

ﾛ）上記ｲ）を次の方法により周知した 

・改定就業規則を理事通達した 

・ｲﾝﾄﾗ上の人事部のﾍﾟｰｼﾞに改定就業規則を掲載

した 

 

⑦職場優先の意識や固定的な性別役割分担意識の

是正のための意識啓発 

 

⑦ 

ｲ）働きやすい環境を阻害する職場における慣行そ

の他の諸要因を積極的に解消するために、H19.12.

20～H20.2.22の期間中に、全事業所でﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽ

に関する管理監督者研修を実施し、研修内容を、

職制を通じて各部署に周知を図った 

研修で配付した資料をｲﾝﾄﾗﾈｯﾄに掲載して、常時閲

覧できるようにした 

研 修 実 施 日 は 次 の 通 り  

・ H19.12.20 西 新 橋   受 講 者 83名  

・ H20. 2. 8 第 三 病 院  受 講 者 88名  

・ H20. 2.13 青 戸 病 院  受 講 者 48名  

・ H20. 2.22 柏 病 院   受 講 者 82名  

 

 



第 2 期  （2008 年 4 月 1 日 ～2011 年 3 月 31 日 ・3 年 間 ） 
 

次世代育成支援対策の実施 

により達成しようとした目標 
目標の達成状況 

１．育児休職の取得水準を次の通りとする 

・男性の育児休職者1名以上 

・女性の育児休職取得率85%以上 

 

１． 

(1)男性1名が育児休職を取得した 

(2)計画期間中の女性の育児休職状況について、出

産した女性は327人、育児休職を取得した女性

は316人であり、育児休職の取得率は96%であっ

た 

(3)男性の育児休職取得促進のため次の施策を講じ

た 

ｲ)H21.4.1に｢育児休職に関する規程｣を改定し

、休職申出ができない教職員の規定から配偶

者に関する事項を削除し、配偶者の要件を問

わず休職申出を可能とした 

ﾛ)H22.8に教職員向け制度案内ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄを全面改

定し、男性教職員が制度利用できる情報の充

実を図った 

ﾊ)改定した学内規程とﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄをｲﾝﾄﾗﾈｯﾄに掲載

し、在職者が常時閲覧･ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞできるよう

にした 

 

２．育児休職期間中の職業能力開発、及び職業能

力向上のための支援体制を整備する 

 

２． 

(1)H20年度より産前産後休暇中及び育児休職中の

職員へ｢通信教育ガイドブック｣を郵送し、休業

中も希望により通信教育を受講でき、規程に基

づく大学からの費用援助が受けられる体制を整

えた。 

 

３．出産・育児を理由とした退職者の再雇用制度

の充実 

 

３． 

(1)H22.4.1に｢退職者の再就職登録に関する規程｣

を制定し、出産や育児が一段落した時点で、任

意に再就職登録ができる仕組みを制度化した 

     ↓ 

・登録期間を退職者の指定した日から約6年と

し、その間希望に合致するような求人が発生

した場合は事業所から逐次情報提供すること

とした 

・登録期間中の労働条件変更申出は、いつでも

可能とした 

(2)再就職登録制度を、退職者手続説明会時に使用

する退職事務手続きのしおりで紹介し、在職者

へのｱﾋﾟｰﾙを行った 

(3)制定した学内規程と再就職登録申込書をｲﾝﾄﾗﾈｯ

ﾄに掲載し、在職者が常時閲覧･ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞできる

ようにした 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４．職場優先・性別役割分担是正のための研修等

の実施 

 

４． 

(1)管理監督者のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ力向上の一環として、ﾜｰｸ

･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽの正しい認識を高める管理監督者研

修を実施した 

＜実施状況＞ 

・H22.7.15 西新橋  受講者121名 

・H22.7.29 青戸病院 受講者 39名 

・H22.9.21 第三病院 受講者 78名 

・H22.7.30 柏病院  受講者105名  延べ343名

(2)上記(1)で配付した資料をｲﾝﾄﾗﾈｯﾄに掲載し、在

職者が常時閲覧･ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞできるようにした 

(3)H22.9.18に同窓会主催行事｢女性ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ｣を開

催し、女性医師や看護師のﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ推進を

広くｱﾋﾟｰﾙした。大学は同窓会に無償でｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ

が開催できる学内会場を提供するとともに、電

子ﾒｰﾙにより全教職員に参加を呼びかけた 

 

５．多様な働き方の選択肢を広げる再雇用制度の

整備 

５． 

(1)H22.4.1に｢退職者の再就職に関する規程｣を改

定し、制度の充実を図った 

     ↓ 

・再就職規程の適用となる退職理由に｢配偶者

の転勤｣と｢就学｣を追加した 

・再就職を理由として昇級が不利にならないよ

う、能力の高い再就職者に対し昇級年数の短

縮や飛び級の制度を設けた 

・2年以内に再就職した者に対し、初任給設定

と賞与計算の優遇措置を講ずることとした 

(2)2年以内の再就職が有利であることを退職事務

手続きのしおりで紹介し、在職者へのｱﾋﾟｰﾙを

行った 

(3)制定した学内規程をｲﾝﾄﾗﾈｯﾄに掲載し、在職者

が常時閲覧･ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞできるようにした 

 



Ⅰ．目的：第二期計画での整備を踏まえ、更に仕事と子育てを両立させることを可能とし、また働き方の見直し
を行い、働きやすい環境をつくることにより、労働者がその能力を充分に発揮できるようにすることを目的
として、次の行動計画を策定する。

Ⅱ．計画期間：平成23年4月1日　～　平成26年12月31日（3年9ヵ月間）
Ⅲ．計画内容

１．雇用環境の整備に関する取組み
１）育児を行う労働者の仕事と家庭の両立支援のための雇用環境の整備への取組み

目　標 目標達成するための対策 実施時期
① 仕事と家庭の両立に資する情報提

供
イントラネットにより仕事と家庭の両立に
資する情報提供を行う

H23年度中

２）働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備への取組み
目　標 目標達成するための対策 実施時期

① 職場優先・性別役割分担是正のた
めの研修等の実施

労働者が、仕事と家庭の両立意識を持つ
ように研修または情報提供を実施する

H26.12月までに

② 働き方の見直しに資する介護短時
間措置の整備

介護休職制度の見直しを行う H24.4月以降

③ 働き方の見直しに資する自己申告
制度の整備

労働者のキャリア形成と、大学の人材活
用に資する情報として活用度を高めるた
めに、既存の人事制度ハンドブックのキャ
リア申告シートを見直す

H24.4月以降

学校法人慈恵大学　一般事業主行動計画（第三期）





学校法人慈恵大学　一般事業主行動計画（第五期）

Ⅰ．

Ⅱ． 計画期間：平成30年1月1日　～　平成33年12月31日（4年0ヵ月間）

Ⅲ． 計画内容

１．雇用環境の整備に関する取組み

１）育児を行う教職員の仕事と家庭の両立支援のための雇用環境の整備への取組み

目　標 目標達成するための対策 実施時期

① 男性の育児目的休暇の整備
失効年次有給休暇積立保存に関する内規の
見直しを行う

H30.4月以降

２）働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備への取組み

目　標 目標達成するための対策 実施時期

① 有給休暇取得推進 有給休暇取得推進に向け、管理を強化する H30.4月以降

目的：今般まで取り組んだ整備を踏まえ、更に仕事と子育てを両立させることを可能とし、また働き方の見直し
を行い、働きやすい環境をつくることにより、教職員がその能力を充分に発揮できるようにすることを目的とし
て、次の行動計画を策定する。
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